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１．はじめに

　近年，東京や大阪をはじめとする大都市では，昼夜を問わず夏

季における都心の気温が周辺よりも著しく高温化し，街路樹など

の木陰が少ない市街地は，健常者であっても日中の外出を控えた

くなるほど厳しい温熱環境となる。それは同時に，単に都市空間

の快適性が損なわれるだけでなく，熱中症患者数の増加や大きな

被害をもたらす都市型豪雨等を誘発しており，都市に暮らす私た

ちに深刻な影響を与えつつある。これは，「ヒートアイランド現

象」として既に広く認知されており，既に，国や地方自治体では，

地球温暖化対策と同様に，ヒートアイランド対策を重要政策に位

置づけるようになりつつある。

　関連する様々な取組みが進められる中で，緑化を展開軸にした

施策が着目されている。もとより緑化によって，地球温暖化の原

因である温室効果ガスの吸収，都市における生物多様性の向上，

都市の快適性の確保，都市景観の向上など，様々な側面からの効

果が得られるが，これらに加えて，特に，緑地が有する冷却効果

によってヒートアイランド現象の緩和が期待されるという観点か

ら，いくつかの研究が行われている。

　大和田ら１）が，熱帯夜が現れる日の最低気温と緑被率の相関関

係から，緑被率が高いほど気温が低く現れることを明らかにして

いる。また，最高気温が現れる日中の緑地の効果では，安藤ら２）

による皇居における冷気の染み出しに関する実測値の評価を実施

している。しかしこれらは，緑地を構成する樹林地，草地，裸地

等の土地被覆の違いが気温に与える影響を評価・分析している研

究であり，建物の延床面積，緑地面積，人工排熱量などが気温に

及ぼす影響を評価・分析した研究ではない。このため，外崎ら３）

が，東京港区内の 22 箇所の測定地点から得られた気温データと，

各地点の気温の形成要因になり得る各種データから，各観測地点

の日最高気温が樹林地面積と人工排熱量を用いて説明できること

を明らかにしている。また，単位面積当たりの樹林地が固定でき

る CO2 の単位量を１とし，一方で，当該樹林地が有する冷却効果

分だけ空調機器の運転が控えられ，電力使用量が削減されたと仮

定すると，発電に伴い発生する CO2 量が削減されることから，そ

の約233倍ものCO2の削減効果が期待できることを明らかにして

いる。

　近年，大都市を中心にして熱帯夜の発現日数が増加しつつある

が，気象庁の発表によると，2010 年における東京都心における熱

帯夜，即ち日最低気温が 25℃以上となる日数が，観測史上初とな

る 48 日を記録し，真夏日の増加日数と相まって，今後，ますます

熱中症患者等の増大が懸念される状況にある。入江４）は，ランド

サットデータによる土地利用データ，アメダスデータによる気温

データを用いた解析により，最低気温時は緑地の効果が最も顕著

に現れる時間帯であることを示している。

　本調査は，外崎ら３）が発表した過年度の論文において日最高

気温が樹林地面積と人工排熱量を用いて説明できることを示した

のを踏まえ，同じ観測地点において同時に取得した日最低気温の

データを対象に同じ分析手法を用いた場合に，各観測地点の気温

が，概ね，樹林地面積と人工排熱量で説明できるかを検証するもの

である。その上で，ヒートアイランド現象の緩和に資する冷却効

果が，日中と夜間で，どの程度の差異となって発現するかを定量

的に明らかにし，樹林地が有する多面的機能を評価する際の新た

な指標設定の可能性について考察を行うことを目的としている。

２．調査の方法

　本調査は，過年度の研究手法を踏襲して実施した。具体的には，

ヒートアイランド化が顕著な東京都心の港区を調査対象とし，か

つ近年上昇傾向にある夏季の日最低気温に着目した（図－１）。

分析対象とする気温データは，港区内における学校・公園・その

他公共施設などの27箇所の地上1.5ｍに設置されているデジタル

百葉箱５）で観測された 2007 年 8 月のデータを取得しつつ，風や
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建物の向き等による気温データの撹乱要因を排除するため，各観

測地点における日最低気温の 8 月の平均値を求めることで得た。

それらの観測地点を図－２に示す。但し，27 箇所の観測地点のう

ち，海風や自動車・鉄道等の影響を常に受けて異常値が記録され

る可能性が高い 6地点を除外した 21 の観測地点を記載している。

　気温データのメッシュ化は，各観測地点の日最低気温の平均値

データを，各観測地点を中心にした 50 ｍメッシュ（基本メッシュ）

に割付けた上で，これらのメッシュデータの平面補間を GIS で行

い，港区全域の気温分布を推定した。

　なお，各観測地点の気温への影響度合いを分析する各要因デー

タの集計範囲と分析方法についても，過年度の研究と同様に，最

小のメッシュ単位が 50 ｍである点に鑑み，気温観測地点を中心に

した 50 ｍ区域，150 ｍ区域，250 ｍ区域の 3つの区域規模を便宜

的に設定し各区域別に集計した。その上で，日最低気温の平均値

と各要因データ間（樹林地面積，緑地面積，人工排熱量，延床面

積，標高）で相関分析を実施し（表－１），この相関分析結果か

ら，気温形成に一定の影響を及ぼす要因データである樹林地面積

と人工排熱量に着目し，重回帰分析を行うことで，緑地が有する

冷却能力の定量評価を行った（表－２）。

３．各種データの算出結果

（１）日最低気温の分布特性

　図－２より，８月の日最低気温平均値が 23℃以上の比較的高い

気温を示している地区は，麻布地区中部から赤坂地区の南部にか

けての六本木を中心とした高層ビルが比較的多く林立する地域，

芝地区の北部の新橋を中心とするビジネス街，芝浦港南地区の北

部に位置する芝浦埠頭周辺の工場・倉庫群の地域となっている。

（２）日最低気温平均値と各要因データの相関分析

　日最低気温平均値と各要因データを相関分析した結果を表－１

に示す。日最低気温平均値の形成に正・負の両側面から影響を及

ぼす主たる要因（相関係数が高い）データは区域規模により異な

るが，概ね樹林地面積・緑地面積・標高が負に，人工排熱量と延

床面積が正に作用している。また，区域規模別に見ると，50 ｍ区

域・150 ｍ区域・250 ｍ区域の全区域で，日最低気温平均値に対す

る気温低下側の要因として，最も相関が高いのは樹林地面積であ

り，一方で，日最低気温平均値に対する気温上昇側の要因として，

最も相関が高いのは，50 ｍ区域では延床面積が，150 ｍ区域・250

ｍ区域では人工排熱となっている。

（３）日最低気温を説明変数とした重回帰分析の結果

　表－１の結果を踏まえ，50 ｍ区域・150 ｍ区域・250 ｍ区域の

全てを対象に，目的変数に日最低気温平均値を用い，説明変数に

樹林地面積と延床面積を用いた場合と，樹林地面積と人工排熱を

用いた場合の全６ケースについて重回帰分析を行った。

　表－２の重回帰分析の結果に示すように，ｐ値と決定係数，即

ちモデルの妥当性と説明力が６ケースの中で相対的に見て有意で

あるのは 150 ｍ区域である。ここで，150 ｍ区域の分析結果を詳

しく見ると「②樹林地面積・延床面積」と「⑤樹林地面積・人工

排熱」との比較において，②の決定係数は 0.5626，⑤は 0.6066

となり⑤が良好な値となっている。一方，説明変数のｐ値を見る

と，樹林値面積，人工排熱ともに⑤のケースが良好である。一方，

筆者らの以前の研究で，日最高気温平均値の形成に寄与する要因

データに，樹林地面積と人工排熱量を用いて重回帰分析を行った

経緯があり，本調査結果と相互に比較することで，緑地の冷却能

力に関する定量的評価の妥当性を検証することが可能になること

から，本稿では，表－２の⑤のモデルを用いた。

　なお，表－２において，説明変数に用いた 150 ｍ区域・250 ｍ

区域における樹林地面積と人工排熱量及び延床面積の相関がやや

高いことから，多重共線性の可能性を疑ったが，ＶＩＦや許容度

の値を確認した結果，その可能性は極めて低いことを確認してい

る。

出典；気象統計情報（気象庁）より作成

　図－１　港区の 8月日最高気温と日最低気温の推移

図－２　50 ｍメッシュの気温分布（８月の日最低気温平均値）

表－１　日最低気温平均値と各要因データの相関分析結果
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　以上を踏まえ，重回帰モデルを式（1）に示す。

　Ｙ＝ 22.88190 － 0.00003（X1）＋ 0.00091（X2） ‥‥‥式（1）

ここで，Ｙ：8 月の日最低気温平均値（℃），X1：樹林地面積

（m2），X2：人工排熱量（GJ/day）である。

　式（1）より気温形成に与える影響は，相関分析の結果で得られ

たように，樹林地面積の係数がマイナスを示し，人工排熱量の係

数がプラスを示していることから，冒頭に示した仮説を検証する

ことができたと言える。

４．緑地が有する冷却能力の評価

（１）気温低減効果の観点から捉えた緑地の評価

　次に，式（1）から樹林地面積と人工排熱量が気温形成に寄与

する割合を導き出すため，Ｙの値が切片と等しい場合を考えて，

式（2）を得る。但し，X1：樹林地面積（m2），X2：人工排熱量

（GJ/day）である。

　0.00003（X1）＝ 0.00091（X2） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥式（2）

　以下に続く計算結果は，表－２の⑤に示す各説明変数の係数

（推計値）を適用したものであるが，本節の最後の段落では，これ

らの係数が有する標準誤差を含めた形での算出結果を併記した。

　式（2）より 150 ｍ区域（22,500m2）あたりの樹林地が有する

冷却能力（クーリング・ポテンシャル）は，１日当たりの人工排

熱量 837GJ/day を相殺するに等しいと言える。このことについ

て吟味する。今，837GJ/day が港区内の典型的な建物用途・建

物規模６）である事業所建物からの人工排熱量に置換すると何棟

分の事業所建物に相当するかを考察する。「平成 15 年度都市にお

ける人工排熱抑制によるヒートアイランド対策調査報告書（国土

交通省・環境省）」に記載されている「事業所建物の排熱原単位

（８月の推計値）」のうち，2,000m2 ～ 5,000m2 未満のランクに該

当する事業所建物から 1日あたりに排出される人工排熱の原単位

が，顕熱：2,925.66kJ/m2/day，潜熱：270.87kJ/m2/day，下水

排熱：23.76kJ/m2/day，計：3,220.29kJ/m2/day として示され

ている。これらの原単位を用いることで，837GJ/day の熱量が，

延床面積が3,000m2程度の事業所建物の約87棟分（総延床面積；

259,900m2）から排出される 1 日当たり人工排熱量に相当するこ

とが導出される。但し，この人工排熱量 837GJ/day は，前述し

た報告書に詳述されているように，照明器具，OA 機器，空調機

器，換気装置，厨房機器，給湯施設などの各種熱源が稼動してい

る状況に対して，主に空調排熱，換気排熱として室外機等から屋

外に排出される熱量と，下水から排出される熱量の総量７）８）を示

している。

　以上を踏まえ，式（2）より，150 ｍ× 150 ｍ，即ち，22,500m2

の樹林地が存在することにより，気温が約 0.8℃（± 0.2）だけ上

昇する増分を，抑制・相殺する効果があると言える。なお，その

気温上昇分の熱量は，港区において平均的な延床面積を有する事

業所建物（3,000m2程度の延床面積）の約87（±52）棟に具備さ

れた諸々の設備機器等から排出される 837（± 500）GJ/day の

熱量に相当する。

（２） 気温低減効果のメカニズム

　緑地が有する気温低減効果のメカニズムについては，菅原ら９）

が，クールアイランド強度（都市内緑地とその周囲の市街地との

気温差）の季節変化および気象条件への依存性について，都内の

大規模緑地（新宿御苑）での実測データをもとに検討を行ってい

る。これによると，クールアイランド強度の季節変化は，日中の

それは夏に大きく冬に小さく，これは植物の落葉・展葉が原因と

考えられると述べている。一方で夜間のクールアイランド強度は

ほとんど季節変化せず，季節を問わず大気安定度に依存し，安定

であるほどクールアイランド強度は大きかった。さらに，放射冷

却が強い夜間にもクールアイランド強度が大きくなることが定量

的に示されている。

　さらに，菅原ら 10）が自然教育園（東京都港区白金台）において

2009 年夏季に実測を行った結果に基づく，都市内緑地における冷

気にじみ出しの熱収支解析によると，にじみ出しが発生する 23 時

以降は，顕熱がゼロに近く，また水平移流が正味放射とほぼ等し

い値となっている。端的に言えば放射で冷えた分がにじみ出しと

して市街地を冷却していることになり，瞬時の市街地冷却量はそ

の時の正味放射量の約 8割であることを明らかにしている。

　また，萩島ら 11）は，大規模な 13 層の階段状屋上庭園を有する

建物を対象として周辺微気象観測の結果を報告しており，放射冷

却によって斜面沿いの空気塊が周囲より低温となることで発生す

る密度流を調査・分析し，単独建物の屋上緑化や壁面緑化が周辺

微気象に及ぼす影響を明らかにしている。

　これらのことから，緑地の気温低減効果のメカニズムは，緑地

と周辺との放射冷却の差で生じることを意味している。また，表

－２に示すように，150 ｍ区域及び 250 ｍ区域において最低気温

との相関係数が樹林地面積と緑地面積ともに高いことから，樹木

の多少に関わらず夜間の気温低減効果は発現するものと考えられ

る。

５．まとめと考察

　一連の調査・分析により得られた結果を次にまとめる。

１）8 月の日最低気温平均値を目的変数，樹林地面積と人工排熱

量を説明変数とした重回帰分析の結果，都心の気温は，樹林地の

増加が気温低下の要因となり，人工排熱量の増加が気温上昇の要

因になるとの分析結果が得られた。これは，以前，日最高気温を

目的変数にした場合と同じ分析結果になった。

２）港区の樹林地 22,500m2 が有する冷却能力（クーリング・ポ

テンシャル）を，日中（日最高気温）と夜間（日最低気温）の 2

表－２　区域規模別の重回帰分析結果
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つの側面から評価すると，夜間における寄与度がより高いという

結果が得られた。具体的には，外崎ら４）が，日中における樹林地

22,500m2 の冷却能力は，681.8GJ/day の人工排熱量を相殺する

に値し，これは，港区の平均的な延床面積を有する事業所建物の

70 棟分から一日に排出される総熱量を相殺・抑制するのに等し

いとの結果が導いている。一方，夜間における評価では，それぞ

れ 837GJ/day，87 棟分となり，約 1.2 倍と日中よりもやや高いこ

とが得られた。但し，これらの結果には前述したように一定の誤

差を含むことに留意する必要がある。

３）人工集積が進む真夏の都心では，昼夜を問わずエアコンの利

用が常態化しており，ヒートアイランド現象を助長する人工排熱

量が増大化しつつある。本調査では，都心に残る樹林地が，日

中・夜間ともに周囲の気温低減に寄与しており，特に日射のない

夜間における効果が高いことを定量的に示した。近年，都心で

は真夏日や熱帯夜の日数が増加傾向にある。また，気候変動枠

組条約第 16 回締約国会議（COP16）以降，気候変動への「適応

（Adaptation）」の必要性が叫ばれている。既存の樹林地等の適

切な維持・管理を通じてその保全を図るだけでなく，樹冠が広

い街路樹や緑量感あふれる公園等の拡充を図ることで緑地を点・

線・面へと広げるなど，市街地における一定量のまとまりある緑

の確保を通じて，快適で過ごしやすい都市空間を積極的に創出す

る施策の展開が求められる。

６．今後の課題

　本調査で得られた成果は，全て，東京都港区内の各観測地点で

記録された 2007 年 8 月の気温データに依拠している。このため，

最新の年次データに基づく同手法の分析を行うとともに，同じ都

心にある他の特別区にも同手法を適用して検証することで，本稿

で提唱した都心の樹林地が有する冷却能力（クーリング・ポテン

シャル）の評価の客観性を吟味する必要がある。

　また，特に夜間の気温形成に正の側面から大きな影響を及ぼす

と考えられる要因データに，建築物や道路が蓄積した輻射熱を加

え，それらの放出分も考慮した形の分析が必要と考える。具体的

には，新たに各要因データ間の相関を算出し，参照する必要があ

るが，日最低気温平均値及び日最高気温平均値を目的変数にしつ

つ，樹林地面積，人工排熱，輻射熱を説明変数にした場合の重回

帰分析を実施して，それぞれの要因の気温形成に対する寄与度を

把握すべきであると考えている。

　さらに，今回の分析手法を都心から離れた緑が多く残る郊外に

も適用し，都心と郊外における樹林地の冷却能力（クーリング・

ポテンシャル）の違いを定量的に把握することで，都心の樹林地

が有する冷却能力の重要性を浮き彫りにするとともに，今回得ら

れた分析結果を用いた，樹林地の新たな評価指標の構築等を通じ

て，関連する緑化施策の基礎資料として活用していくことが求め

られる。
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